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研究成果の概要（和文）：本研究では租税支出の定義、開示、およびその分析のあり方について検討を行った。
日本では租税支出の開示が不十分であり、その規模や影響を考慮した政策の有効性評価等の比較検討が行えない
状況にある。諸外国の先行研究およびその課題を抽出した上で、本研究では租税支出レポートを機能別に作成
し、かつ、従来の歳入損失法による測定から決算額での測定による総額での租税支出決算書の作成を提案した。
また、営利および非営利法人の個々の財務諸表における租税支出の開示のあり方についても検討を行った。

研究成果の概要（英文）：In Japan, government fiscal activities through tax expenditure programs are 
hidden and undisclosed because of lacks of tax expenditure reporting systems.
In this study, we discussed on general conceptual and methodological issues relating to tax 
expenditures. In conclusion, we state that tax expenditure report may be formed by its functional 
classification and be calculated not “ex-ante” estimation like revenue forgone method, but “
ex-post” amount actually applied.

研究分野：税務会計
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１．研究開始当初の背景 
租税特別措置に代表される租税支出制度は、
租税制度の理論的枠組みを圧迫するもので
ありながら、租税制度および社会制度として
重要性を増大させている。しかしながら、そ
の重要性と影響度に関するディスクロージ
ャー制度は極めて限られており、不十分であ
る。租税支出額の定義、測定方法の開発とそ
の分析手法についての合意が急務であると
考えられた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、租税支出効果の評価・分
析のための枠組みを検討し、もって租税支出
効果の統廃合を含めた改善の可能性につい
て明らかにするために、その評価と報告書の
体型のあり方について会計学の観点から検
討を行うことである。 
 
３．研究の方法 
租税支出レポートに関する諸外国の先行事
例研究、および公会計や政策税制に関する文
献研究を行い、租税支出レポートに期待され
る効果と現状における課題について確認し
た。その上で、財務会計的なアプローチを採
用し、従来の予算計画的な租税支出レポート
の抱える課題を解消し、より有用な租税支出
レポートのあり方についての提言を試みた。	
同時に、現場における公表統計数値等を用
いた日本における租税支出の実態に関する
推計と実証分析を試みた。これにより、租税
支出効果の分析に当たって、現状不足してい
るデータについての確認を行った。	
	
４．研究成果	
	 本研究の成果は次のとおりである。	
(1)租税支出の定義および分類	
	 租税支出の定義は諸外国でも合意された
ものはなく、各国の方針や規準税制の定義に
依存する。また、もっぱら優遇措置等の税収
の減算要素のみを対象とすることが多い。本
研究では、我が国で検討すべき租税支出の定
義として、「なんらかの行為を条件として与
えられる税制上の特別措置」とし、その対象
を税収減の原因である優遇措置のみならず、
税収増要因となる制裁的措置すなわちマイ
ナスの租税支出項目をも対象とすることと
した。租税支出とそれ以外の規準税制を区分
する制度上の仕組みとして、個別税法と租税
特別措置法の純化による明確化が有用であ
ると考えられた。	
	
(2)租税支出額の測定	
	 諸外国では財政政策を適切に実施するた
めの資料として租税支出レポートの作成が
定期的に行われているものの、その定義と同
様、額の測定方法についても明確な合意はな
されていない。諸外国の租税支出レポートは
予算案策定時の資料として利用する観点か
ら、歳入損失法すなわち各個の租税支出規定

が独立して実施されなかったとした場合の
税収と比較しての喪失額を推計する方法が
採用される場合が多いが、この方法は納税者
行動の変化の影響が考慮されないため、各個
の推計額は合計することができず、従って租
税支出規模の全体像を把握することができ
ない。結果として、租税支出レポートを予算
策定状の資料とする諸外国においても、当該
レポートを財政規律維持や租税支出効果分
析等には有効に用いられていないのが実態
である。また、日本における租税支出レポー
トに類似する報告書である租特透明化法適
用額明細書は、報告対象が限定されており、
かつ、種々の推計や計算目的の異なる金額の
羅列となっているために単純合計ができな
いものとなっているため、全体として租税支
出がどれだけ実施されているのかがわから
ない状態となっている。しかし、租税支出の
財政上の規模を推定する意味でも、また、各
租税支出規定の重要性や効果を分析するた
めにも、租税支出が合計不能な数値の羅列で
あることには重大な問題が存在する。	
	 本研究では「合計可能な数値」による租税
支出レポートの意義を確認し、そのため、従
来の予測に基づく推計としてではなく、過去
の租税支出適用額すなわち実際の税収喪失
額を集計し、合計額を実施した租税支出の総
額として示すべきであると結論した。なお、
その際には租税支出は正負いずれも把握の
上、総額主義的に報告するべきであるとした。	
	
(3)公会計における租税支出レポートのあり
方	
日本における租税支出レポートに相当しう
るものとして、「租税特別措置の適用実態調
査の結果に関する報告書」が挙げられる。同
報告書は法人の確定申告書に基づく金額か
ら所定の項目を抽出したものであるため、こ
この金額自体の信頼性は高いものと推察さ
れる。	
しかし、同報告書では、その対象を法人税
法のみ、かつ軽減・優遇措置に限っていると
いう点で、諸外国の租税支出レポートと比較
して集計対象がかなり限定されている。租税
支出レポートの機能分類の観点から、税目ご
とのレポートを作成することに意義は認め
られるものの、負の租税支出が対象となって
いないことは不十分と言わざるを得ない。ま
た、記載される適用額は、軽減・優遇措置の
内容ごとに、その性質が所得控除額や適用対
象所得額など相互に異なるために合計・集計
のできない数値となっており、結果として租
税支出の規模を判断できるものとなってい
ない。さらに、現金主義的な思考から、課税
の繰延と恒久的控除が同列に扱われており、
租税支出規模の過大表示が考えられる。結果
として、国会への提出が義務付けられている
ものの、予算策定資料としての活用可能性は
極めて限られると考えられる。	
公会計のあり方については種々の改革提案



がなされているが、その主要なものとしては
予算偏重の現状を是正し、予算統制のために
も決算情報を重視すべきこと、および、発生
主義と総額主義に基づくべきこと、の２点が
挙げられる。諸外国の多くで採用されている
ように租税支出レポートを予算案策定や税
制改正に当たっての資料とする観点からは、
租税支出レポートについても同様の視点か
らの作成がなされてこそ有用となると考え
られる。	
すなわち、発生主義と総額主義の採用に基
づく正負の租税支出の把握、および集計可能
な決算額での租税支出決算レポートの作成
が、公会計への貢献のために必要であると考
えられた。	
	
(4)個別法人の財務諸表における租税支出額
の開示	
	 公会計における租税支出レポートは政府
から民間への財政支出要素の把握であり、そ
の給付が個別の納税者にどれだけの恩典と
なったのかは直ちには明確とならない。しか
し、特に法人に対する租税支出については、
享受した租税支出額を財務諸表上に開示す
ることは意義があると考えられる。現行の税
効果会計基準では、享受した租税支出額のう
ち一時差異を構成する繰延型の租税支出額
については正負とも税効果額として財務諸
表上に表示することを求めるが、永久差異で
ある給付型の租税支出については開示の対
象とされない。公会計部門の租税支出レポー
トの作成と合わせて、個別法人が実際に享受
した租税支出額（繰延および給付）の表示を
行うことにより、財務諸表の情報価値向上に
貢献し、かつ、租税支出の規模と効果の分析
にも有用となると考えられる。同様に非営利
法人の財務諸表上でも、享受する租税優遇の
内容について何らかの開示が行われる余地
があると考えられた。	
	
(5)租税支出の実証分析	
	 以上のように、現状では租税支出の適用状
況の詳細は不分明であるが、現状において公
開されているデータをもとに、法人税の租税
支出に関する実証分析を試みた。具体的には、
資本金階級ごとの算出税額と実際税負担と
の乖離から、租税支出と資本金階級の関連性
およびその原因として特別税額控除の影響
の程度についての分析を行った。	
結論として、資本金階級と租税優遇との間
に強い関連性が認められること、および、研
究開発税制が乖離税率の大きな要因となっ
ていることが確認された。また、開示データ
の制約が大きく、租税支出政策の妥当性や意
義を分析する上で開示が不十分である実態
も確認された。例えば、法人に対する租税支
出規模を分析する上で入手可能な公開デー
タとしては国税庁の「会社標本調査」と財務
省の「租税特別措置の適用実態調査の結果に
関する報告書」が挙げられるが、両者では資

本金階層区分の集計方法も異なり、分析の上
で弊害となっている。また、両調査では開示
対象となっていない租税支出項目について
は推計を行うことも困難であるのが現状で
ある。租税支出政策の実効性と有効性の検証
のためにも、事後的な分析に資する租税支出
決算レポートの作成が必要であると考えら
れた。	
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